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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

　

回次
第39期
第３四半期
連結累計期間

第39期
第３四半期
連結会計期間

第38期

会計期間
自　平成20年４月１日
至　平成20年12月31日

自　平成20年10月１日
至　平成20年12月31日

自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日

売上高 (千円) 4,503,299 1,420,193 9,455,429

経常利益又は経常損失（△） (千円) △306,179 △107,618 64,900

四半期(当期)純損失(△) (千円) △315,209 △131,871 △569,494

純資産額 (千円) ― 7,633,165 7,937,509

総資産額 (千円) ― 10,072,549 11,506,509

１株当たり純資産額 (円) ― 1,106.20 1,185.35

１株当たり
四半期(当期)純損失(△)

(円) △45.83 △19.11 △85.05

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益

(円) ─ ─ ─

自己資本比率 (％) ― 75.8 69.0

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △193,277 ― 709,739

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △83,864 ― △51,575

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 130,617 ― △118,554

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(千円) ― 1,937,677 2,088,779

従業員数 (名) ― 1,289 1,487

(注) １　当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して

おりません。

２　売上高には、消費税等は含まれておりません。

３　第39期第３四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、１株当たり四半期純損

失であるため記載しておりません。

４　第39期第３四半期連結会計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、１株当たり四半期純損

失であるため記載しておりません。

５　第38期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、１株当たり当期純損失であるため記載しておりま

せん。
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２ 【事業の内容】

当第３四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれている

事業の内容に重要な変更はありません。

　また、当第３四半期連結会計期間において、主要な関係会社についても異動はありません。

　

３ 【関係会社の状況】

当第３四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

　

４ 【従業員の状況】

(1) 連結会社の状況

平成20年12月31日現在

従業員数(名) 1,289(35)

(注) １　従業員数は、就業人員であります。

２　従業員数欄の（　）内は、パートの当第３四半期連結会計期間の平均雇用人員であり、外書で表示しておりま

す。　

　

(2) 提出会社の状況

平成20年12月31日現在

従業員数(名) 224(20)

(注) １　従業員数は、就業人員であります。

２　従業員数欄の（　）内は、パートの当第３四半期会計期間の平均雇用人員であり、外書で表示しております。　
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第２ 【事業の状況】

１ 【生産、受注及び販売の状況】

事業の種類別セグメントを記載していないため、「生産、受注及び販売の状況」は製品別で表示しており

ます。

　

(1) 生産実績

当第３四半期連結会計期間における生産実績を製品別に示すと、次のとおりであります。
　

品目 生産高(千円)

自動販売機用製品 946,266

ＬＥＤ応用製品 782,771

その他 70,644

合計 1,799,681

(注) １　金額は、販売価格によっております。
２　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

(2) 受注実績

当第３四半期連結会計期間における受注実績を製品別に示すと、次のとおりであります。
　

品目 受注高(千円) 受注残高(千円)

自動販売機用製品 687,534 238,350

ＬＥＤ応用製品 811,725 280,169

その他 62,993 2,709

合計 1,562,253 521,229

(注) １　金額は、販売価格によっております。

２　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

(3) 販売実績

当第３四半期連結会計期間における販売実績を製品別に示すと、次のとおりであります。
　

品目 販売高(千円)

自動販売機用製品 602,790

ＬＥＤ応用製品 750,424

その他 66,978

合計 1,420,193

(注) １　主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合

　

相手先
当第３四半期連結会計期間

販売高(千円) 割合(％)

ミタチ産業㈱ 247,728 17.44

富士電機リテイルシステムズ㈱ 217,413 15.31

㈱光アルファクス 177,619 12.51

サンデン㈱ 158,363 11.15

２　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
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２ 【経営上の重要な契約等】

　

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等は行われておりません。

　

３ 【財政状態及び経営成績の分析】

　

文中の将来に関する事項は、本四半期報告書提出日現在において当社グループ（当社および連結子会

社）が判断したものであります。

　

（１）経営成績の分析

当第３四半期連結会計期間における当社グループを取り巻く経済環境は、昨年９月の米国投資銀行の

破綻に端を発する金融危機を背景に、急激な円高と企業収益の大幅な悪化予測などにより、設備投資意欲

が大きく減退したことから、個人消費も落ち込み、極めて厳しい展開となりました。 

　こうした状況のなか、主力製品の販売先であります自動販売機業界におきましては、飲料用製品は景気

減速感から投資が抑制され、タバコ用製品はいわゆるタスポ効果（自動販売機から購入していたお客様

がコンビニエンス・ストアへ流れること）の影響から新台納入が凍結され、売上が低調のまま推移いた

しました。また、LED応用製品では、バス行先表示器はバスの新規投入が圧縮されたこと、またアミューズ

メント関連製品では洞爺湖サミット後の受注が計画通り進捗しなかったこともあり、売上が伸び悩みま

した。 

　この結果、当第３四半期連結会計期間の売上高は14億２千万円、営業損失は１千４百万円、経常損失は１

億７百万円、四半期純損失は１億３千１百万円となりました。

　

所在地別セグメントの業績は次のとおりであります。

①　日本

自動販売機関連製品においては、飲料用・タバコ用ともに投資抑制が強まり、またLED応用製品にお

いては、特にアミューズメント関連製品の市場の落ち込みの影響を大きく受け、当第３四半期連結会計

期間の売上高は14億２千万円となりました。しかし、経費削減に努めた結果、当第３四半期連結会計期

間は３百万円の営業利益となりました。

②　バングラデシュ人民共和国

対象会社は連結子会社のOp-Seed Co.,(Bd)Ltd.であり、主に自動販売機用製品を製造しております。

当第３四半期連結会計期間の売上高は３億３百万円となり、当第３四半期連結会計期間は１千５百万

円の営業損失となりました。
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（２）財政状態の分析

①　資産

流動資産は、前連結会計年度末に比べて、18.8％減少し、60億５百万円となりました。これは、受取手

形及び売掛金が９億７千２百万円減少したこと、現金及び預金が１億５千１百万円減少したことなど

によるものです。 

　固定資産は、前連結会計年度末に比べて、1.0％減少し、40億６千７百万円となりました。 

　この結果、総資産は、前連結会計年度末に比べて、12.5％減少し、100億７千２百万円となりました。

②　負債

流動負債は、前連結会計年度末に比べて、36.9％減少し、18億２千万円となりました。これは、支払手

形及び買掛金が６億２千３百万円減少したこと、未払金（その他）が１億６千２百万円減少したこと、

法人税等の支払いにより未払法人税等が１億６千４百万円減少したことなどによるものです。 

　固定負債は、前連結会計年度末に比べて、9.6％減少し、６億１千８百万円となりました。 

　この結果、負債合計は、前連結会計年度末に比べて、31.7％減少し、24億３千９百万円となりました。

③　純資産

純資産合計は、前連結会計年度末に比べて、3.8％減少し、76億３千３百万円となりました。これは、四

半期純損失の計上、剰余金の配当および自己株式処分差損の計上により利益剰余金が４億４千万円減

少したこと、保有する投資有価証券の時価下落に伴いその他有価証券評価差額金が６千４百万円減少

したこと、一方で自己株式が２億６千９百万円減少したことなどによるものです。

　

（３）キャッシュ・フローの状況

当第３四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、第２四半期連

結会計期間末に比べ１億８千７百万円減少し、19億３千７百万円となりました。

①　営業活動によるキャッシュ・フロー

営業活動の結果使用した資金は、１億６千万円となりました。 

  収入の主な内訳は、仕入債務の増減額１億９千３百万円、その他の資産・負債の増減額１億　　　　　５

千７百万円ならびに減価償却費及びその他の償却費１億９百万円であり、支出の主な内訳は、たな卸資

産の増減額４億２千２百万円ならびに法人税等の支払額６千８百万円であります。

②　投資活動によるキャッシュ・フロー

　投資活動の結果使用した資金は、２千万円となりました。 

　　これは、主に投資有価証券の取得による支出２千万円であります。

③　財務活動によるキャッシュ・フロー

　財務活動の結果使用した資金は、４百万円となりました。 

　　これは、主に長期借入金の返済による支出４百万円であります。
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（４）事業上および財務上の対処すべき課題

当第３四半期連結会計期間において、当連結会社の事業上および財務上の対処すべき課題に重要な変

更ならびに新たに生じた重要な課題はありません。

　

（５）研究開発活動

当第３四半期連結会計期間の研究開発費の総額は１億３百万円であります。

　

（６）経営成績に重要な影響を与える要因および経営戦略の現状と見通し

環境（＝CO2の削減）が昨年の洞爺湖サミットのテーマであったことから、CO2の削減が喫緊の課題であ

るという認識が一般に浸透しつつあり、一般照明分野でも各メーカーはシリカ電球の生産を中止し、電球

型蛍光灯への転換を推し進めています。しかしながら、蛍光灯は環境負荷物質である水銀を使用している

こともあり、今後蛍光灯からLED照明へ転換する流れが作られるものと想定されます。当社グループは、こ

れまで蓄積してきたLED応用技術を結実したLED電球「シャイニングボール」を上市し、順次ラインアッ

プを充実していく計画でありますが、同製品の市場での評価が今後の経営成績に影響を与える可能性が

あります。 

　今後の見通しにつきましては、米国に端を発する金融危機が実体経済へ波及しており、引き続き厳しい

状況が予測されます。 

　自動販売機関連製品では、タスポ効果によりタバコ用は期待できず、飲料用は第４四半期が来年度機の

納入の開始時期にあたるものの、引き続き設備投資抑制の影響があるものと見込んでおります。またLED

応用製品では、アミューズメント用について期中納入を達成すべくフル稼働の下、最善を尽くしてまいり

ます。同時に、収益改善のためにさらなるコスト圧縮ならびに経費削減を徹底いたします。 

　このような厳しい環境ではありますが、引き続き照明関連製品の開発に注力するとともに、時代のニー

ズに応える有望製品であるLED電球を始めとする各種製品のライン・アップを増強してまいります。他

方、生産性のさらなる向上に向け、製品群の生産拠点の見直しを実施し、効率的な生産体制を早期に構築

し、当社グループ全体での収益性の改善に努めてまいります。

　

（７）経営者の問題意識と今後の方針について

株式会社タムラ製作所の連結子会社となったことにより、当社といたしましては、同社グループが電子

部品分野で長年に亘り蓄積してきた卓越した生産・技術開発力を積極的に取り入れ、海外販売網ならび

に原材料調達網を活用すること等によりシナジー効果の極大化を図るべく、現在、システムの構築中であ

ります。 

　製品戦略としては、当社の主力製品でありかつ市場占有率が高い自動販売機関連製品については、現状

では市場の拡大が期待できないことから、各種業務改善により高効率体質に脱皮させるとともに、「CO2

削減」を旗印に、自動販売機内に使用されている蛍光灯をLED照明に切り換えるべく積極営業に注力して

まいります。また、新規開発のLED電球「シャイニングボール」では製品ラインアップの拡充を急ぐとと

もに、国内外の販売体制を整備し拡販に努め、収益への貢献を早期に実現させるべく努力いたしてまいり

ます。
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第３ 【設備の状況】

(1) 主要な設備の状況

当第３四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

　

(2) 設備の新設、除却等の計画

当第３四半期連結会計期間において、第２四半期連結会計期間末に計画中であった重要な設備の新設、

除却等について、重要な変更ならびに重要な設備計画の完了はありません。 

　また、当第３四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】
　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 26,000,000

計 26,000,000

　

② 【発行済株式】
　

種類
第３四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成20年12月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成21年２月12日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 6,908,350 6,908,350
ジャスダック
証券取引所

単元株式数は100株であります。

計 6,908,350 6,908,350― ―

(注)　提出日現在の発行数には、平成21年２月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発行さ

れた株式数は、含まれておりません。

　

(2) 【新株予約権等の状況】

提出会社に対して新株の発行を請求できる権利に関する事項は、次のとおりであります。 

平成13年改正旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づく新株予約権
　

株主総会の特別決議（平成17年６月23日）

第３四半期会計期間末現在
(平成20年12月31日)

新株予約権の数（個） 1,203

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ─

新株予約権の目的となる株式の種類
普通株式
単元株式数は100株であります。

新株予約権の目的となる株式の数（株） 120,300

新株予約権の行使時の払込金額（円） 1,397

新株予約権の行使期間
平成19年７月１日～
平成23年６月30日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の
発行価格及び資本組入額（円）

発行価格　　1,397
資本組入額　　699

新株予約権の行使の条件

　権利行使時においても当社及び当社国内子会社の取
締役、執行役員、監査役、従業員等に準ずる地位にある
ことを要す。ただし、任期満了による退任、定年退職そ
の他これに準ずる正当な理由のある場合はこの限りで
はない。

新株予約権の譲渡に関する事項 新株予約権の譲渡、質入その他の処分は認めない。

代用払込みに関する事項 ─

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 ─
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(3) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成20年10月１日～
平成20年12月31日

─ 6,908,350 ─ 3,331,726 ─ 3,287,362

　

(5) 【大株主の状況】

当第３四半期会計期間において、大株主の異動は把握しておりません。

　

(6) 【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の議決権の状況については、実質株主が把握できず、記載することがで

きませんので、直前の基準日である平成20年９月30日現在の株主名簿により記載しております。

　

① 【発行済株式】

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成20年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ─ ― ─

議決権制限株式(自己株式等) ─ ― ─

議決権制限株式(その他) ─ ─ ─

完全議決権株式(自己株式等)
（自己保有株式）
普通株式　　　8,000

―
権利内容に何ら制限のない標準とな
る株式。単元株式数は100株でありま
す。

完全議決権株式(その他) 普通株式　6,899,80068,998 同上

単元未満株式 普通株式        550― 同上

発行済株式総数 6,908,350 ― ―

総株主の議決権 ― 68,998 ―

(注)　「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が700株(議決権７個)が含まれてお

ります。

　

② 【自己株式等】

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成20年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

（自己保有株式）
株式会社光波

東京都練馬区向山
二丁目６番８号

8,000 ─ 8,000 0.12

計 ― 8,000 ─ 8,000 0.12
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２ 【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

　

月別
平成20年
４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月

最高(円) 1,1001,2481,065 998 940 950 805 690 614

最低(円) 950 850 952 910 742 671 510 550 540

(注)　株価はジャスダック証券取引所におけるものであります。

　

３ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までの役員の異動は、次のとおりでありま

す。

(役職の異動)

　

新役名及び職名 旧役名及び職名 氏名 異動年月日

代表取締役社長
兼　営業本部長

代表取締役社長 中島　康裕 平成20年７月10日

取締役
上席執行役員
開発本部長

兼　開発第三部長

取締役
上席執行役員
開発本部長

安藤　章 平成20年10月１日

　　　　　　　 取締役
　　　　　　上席執行役員
　　　　 開発本部　副本部長
　　　　 兼　開発第二部長  
　　　　 兼　光事業推進室長
　　　　 兼　光材料開発課長

取締役
上席執行役員

開発本部　副本部長
兼　光事業推進室長

青木　和夫 平成20年10月１日

　　　　　　　 取締役
　　　　　　上席執行役員
　　　　 開発本部　副本部長
　兼  デバイス開発部長
　兼　デバイス開発部　材料技術課長
　兼　光事業推進室長
　兼　光事業推進室　光材料開発課長

　　　　　取締役
　　　 上席執行役員
　　開発本部　副本部長
　　兼　開発第二部長  
　　兼　光事業推進室長
　　兼　光材料開発課長

青木　和夫 平成21年２月11日
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第５ 【経理の状況】

１　四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19

年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。

　

２　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当連結会計年度の第３四半期連結会計期間

(平成20年10月１日から平成20年12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成20年４月１日から平成

20年12月31日まで)に係る四半期連結財務諸表について、監査法人Ａ＆Ａパートナーズにより四半期レ

ビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

（単位：千円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成20年12月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成20年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 1,957,782 2,108,836

受取手形及び売掛金 ※１
 1,949,605 2,921,730

商品 20,699 12,184

製品 791,091 581,273

原材料 767,019 913,569

仕掛品 114,120 104,536

貯蔵品 53,271 55,950

繰延税金資産 206,253 597,303

その他 166,775 132,545

貸倒引当金 △21,512 △28,308

流動資産合計 6,005,108 7,399,623

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物 ※２
 1,727,330

※２
 1,747,547

減価償却累計額 △843,253 △799,772

建物及び構築物（純額） 884,077 947,774

機械装置及び運搬具 ※２
 2,180,877

※２
 2,259,412

減価償却累計額 △1,649,987 △1,533,113

機械装置及び運搬具（純額） 530,889 726,299

土地 ※２
 948,953

※２
 948,953

建設仮勘定 26,074 26,731

その他 960,490 948,295

減価償却累計額 △812,057 △766,710

その他（純額） 148,433 181,584

有形固定資産合計 2,538,428 2,831,343

無形固定資産 234,530 288,029

投資その他の資産

投資有価証券 ※３
 359,847

※３
 440,690

繰延税金資産 568,483 188,010

その他 374,711 367,675

貸倒引当金 △8,560 △8,864

投資その他の資産合計 1,294,482 987,512

固定資産合計 4,067,441 4,106,885

資産合計 10,072,549 11,506,509

EDINET提出書類

株式会社光波(E02041)

四半期報告書

13/27



（単位：千円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成20年12月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成20年３月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 ※１
 1,107,813 1,731,355

短期借入金 ※４
 398,000

※４
 398,000

未払法人税等 427 165,287

賞与引当金 33,187 99,183

その他 ※２
 281,487

※２
 491,046

流動負債合計 1,820,915 2,884,872

固定負債

長期借入金 31,500 45,000

退職給付引当金 422,381 412,296

その他 ※２
 164,586

※２
 226,830

固定負債合計 618,467 684,126

負債合計 2,439,383 3,568,999

純資産の部

株主資本

資本金 3,331,726 3,331,726

資本剰余金 3,287,362 3,287,362

利益剰余金 1,185,051 1,625,842

自己株式 △10,585 △280,521

株主資本合計 7,793,554 7,964,409

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 △10,958 53,390

為替換算調整勘定 △149,430 △80,289

評価・換算差額等合計 △160,389 △26,899

純資産合計 7,633,165 7,937,509

負債純資産合計 10,072,549 11,506,509
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(2)【四半期連結損益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

（単位：千円）

当第３四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日
　至 平成20年12月31日)

売上高 4,503,299

売上原価 3,537,862

売上総利益 965,436

販売費及び一般管理費 ※１
 1,167,692

営業損失（△） △202,255

営業外収益

受取利息 832

受取配当金 3,344

持分法による投資利益 7,412

不動産賃貸料 5,142

その他 8,608

営業外収益合計 25,340

営業外費用

支払利息 6,289

為替差損 113,010

その他 9,965

営業外費用合計 129,264

経常損失（△） △306,179

特別利益

貸倒引当金戻入額 6,658

特別利益合計 6,658

特別損失

固定資産除却損 204

投資有価証券評価損 4,320

特別損失合計 4,524

税金等調整前四半期純損失（△） △304,046

法人税、住民税及び事業税 14,785

過年度法人税等戻入額 △30,677

法人税等調整額 27,055

法人税等合計 11,163

四半期純損失（△） △315,209
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【第３四半期連結会計期間】
（単位：千円）

当第３四半期連結会計期間
(自 平成20年10月１日
　至 平成20年12月31日)

売上高 1,420,193

売上原価 1,056,195

売上総利益 363,998

販売費及び一般管理費 ※１
 378,497

営業損失（△） △14,499

営業外収益

受取利息 210

受取配当金 212

不動産賃貸料 1,714

その他 1,410

営業外収益合計 3,547

営業外費用

支払利息 1,897

持分法による投資損失 7,597

為替差損 83,115

その他 4,056

営業外費用合計 96,666

経常損失（△） △107,618

特別利益

貸倒引当金戻入額 2,803

特別利益合計 2,803

特別損失

固定資産除却損 41

投資有価証券評価損 4,320

特別損失合計 4,361

税金等調整前四半期純損失（△） △109,175

法人税、住民税及び事業税 5,398

法人税等調整額 17,296

法人税等合計 22,695

四半期純損失（△） △131,871
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

当第３四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日
　至 平成20年12月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純損失（△） △304,046

減価償却費及びその他の償却費 319,551

固定資産除却損 204

貸倒引当金の増減額（△は減少） △7,100

賞与引当金の増減額（△は減少） △65,996

退職給付引当金の増減額（△は減少） 10,085

役員退職慰労金の支払額 △10,460

投資有価証券評価損益（△は益） 4,320

受取利息 △832

受取配当金 △3,344

支払利息 6,289

持分法による投資損益（△は益） △7,412

売上債権の増減額（△は増加） 947,567

たな卸資産の増減額（△は増加） △162,180

仕入債務の増減額（△は減少） △623,542

その他の資産・負債の増減額 △107,954

小計 △4,850

利息及び配当金の受取額 4,177

利息の支払額 △6,315

法人税等の支払額 △186,288

営業活動によるキャッシュ・フロー △193,277

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △48

有形固定資産の取得による支出 △60,635

無形固定資産の取得による支出 △262

投資有価証券の取得による支出 △24,032

長期貸付金の回収による収入 1,113

投資活動によるキャッシュ・フロー △83,864

財務活動によるキャッシュ・フロー

長期借入金の返済による支出 △13,500

自己株式の純増減額（△は増加） 244,800

配当金の支払額 △100,682

財務活動によるキャッシュ・フロー 130,617

現金及び現金同等物に係る換算差額 △4,578

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △151,102

現金及び現金同等物の期首残高 2,088,779

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※１
 1,937,677
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

　
当第３四半期連結累計期間

(自　平成20年４月１日　至　平成20年12月31日)

１　会計処理の原則及び手続の変更

(１)「連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関する当面の取扱い」の適用

第１四半期連結会計期間より「連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関する当面の取り扱い」

（企業会計基準委員会　平成18年５月17日　実務対応報告第18号）を適用しております。 

　なお、当該変更による損益への影響はありません。

(２)リース取引に関する会計基準の適用

「リース取引に関する会計基準」（企業会計基準委員会　平成５年６月17日　最終改正平成19年３月30日　企

業会計基準第13号）及び「リース取引に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準委員会　平成６年１月18

日　最終改正平成19年３月30日　企業会計基準適用指針第16号）を第１四半期連結会計期間から早期に適用して

おります。 

　これに伴い、所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計

処理から通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理に変更し、リース資産として計上することにしておりま

す。また、リース資産の減価償却の方法は、リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっており

ます。 

　なお、リース取引開始日が適用初年度開始前の所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃

貸借取引に係る方法に準じた会計処理を引き続き採用しております。 

　この結果、従来の方法によった場合に比べて、当第３四半期連結累計期間における有形固定資産に与える影響

はなく、営業損失、経常損失及び税金等調整前四半期純損失に与える影響もありません。

　

【簡便な会計処理】

　
当第３四半期連結累計期間

(自　平成20年４月１日　至　平成20年12月31日)

１　法人税等並びに繰延税金資産及び繰延税金負債の算定方法

法人税等の納付税額の算定に関しては、加味する加減算項目や税額控除項目を重要なものに限定する方法に

よっております。

　繰延税金資産の回収可能性の判断に関しては、前連結会計年度末の検討において使用した将来の業績予測や

タックス・プランニングに、前連結会計年度末からの重要な一時差異の変動を加味したものを使用する方法に

よっております。

２　固定資産の減価償却費の算定方法

定率法を採用している資産については、連結会計年度に係る減価償却費の額を期間按分して算定する方法に

よっております。

　

【四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理】

当第３四半期連結累計期間 (自　平成20年４月１日　至　平成20年12月31日)

該当事項はありません。
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【追加情報】

　
当第３四半期連結累計期間

(自　平成20年４月１日　至　平成20年12月31日)

(有形固定資産の耐用年数の変更)

　法人税法の改正（所得税法等の一部を改正する法律　平成20年４月30日　法律第23号）に伴い、法定耐用年数及び資

産区分が見直されました。これにより、当社および国内連結子会社の機械装置については、従来耐用年数を７～12年

としておりましたが、第１四半期連結会計期間より５～７年に変更しております。 

　これにより、当第３四半期連結累計期間の営業損失、経常損失及び税金等調整前四半期純損失は、それぞれ21,088千

円増加しております。 

　なお、セグメント情報に与える影響は、当該箇所に記載しております。

　

【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

　
当第３四半期連結会計期間末
(平成20年12月31日)

前連結会計年度末
(平成20年３月31日)

※１　四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理につ

いては、満期日に決済が行われたものとして処理し

ております。

　なお、当第３四半期連結会計期間末日が金融機関

の休日であったため、次の四半期連結会計期間末日

満期手形が、四半期連結会計期間末残高から除かれ

ております。

受取手形                           62,229千円

支払手形　　　　　　　　　　　　　 45,381千円

───────

※２　所有権が留保されている資産

所有権が留保されている資産について、事業の運営

において重要なものであり、かつ、前連結会計年度の末

日に比べて著しい変動が認められるものはありませ

ん。

※２　所有権が留保されている資産

固定資産の建物及び構築物、機械装置及び運搬具並

びに土地の一部につきましては、静岡県の制度融資に

基づく売買予約・使用貸借による建物34,348千円、構

築物719千円、機械装置134千円及び土地73,464千円が

含まれており、対応債務は、建物等の未払金18,234千

円、土地の未払金3,083千円であり、流動負債(その

他)9,297千円及び固定負債(その他)に12,020千円計上

しております。

※３　関連会社に対する投資有価証券（株式）につい

て、前連結会計年度の末日に比べて著しい変動はあ

りません。

※３　関連会社に対するものは、次のとおりであります。

投資有価証券(株式)　　　　　　　　222,965千円

※４　当座貸越契約について

当社および連結子会社（株式会社オプシード津

南）は、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行

４行と当座貸越契約を締結しております。 

　当第３四半期連結会計期間末における当座貸越契約

に係る借入未実行残高は、前連結会計年度の末日に比

べて著しい変動はありません。

※４　当座貸越契約について

当社および連結子会社（株式会社オプシード津

南）は、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行

４行と当座貸越契約を締結しております。 

　当連結会計年度末における当座貸越契約に係る借入

未実行残高は次のとおりであります。
 

当座貸越極度額 1,490,000千円

借入実行残高 380,000千円

差引額 1,110,000千円
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(四半期連結損益計算書関係)

　
当第３四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日 
  至　平成20年12月31日)

※１　販売費及び一般管理費の主なもの

荷造運送費 47,261千円
給与手当 462,672千円
賞与引当金繰入額 72,403千円
退職給付費用 22,265千円
法定福利費 73,905千円
支払手数料 66,381千円

　

当第３四半期連結会計期間
(自　平成20年10月１日 
  至　平成20年12月31日)

※１　販売費及び一般管理費の主なもの

荷造運送費 8,619千円
給与手当 148,401千円
賞与引当金繰入額 30,686千円
退職給付費用 6,996千円
法定福利費 24,939千円
支払手数料 27,579千円

　

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

　
当第３四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日 
  至　平成20年12月31日)

※１　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係
 
現金及び預金 1,957,782千円

預入期間が３か月超の定期預金 △20,105千円

現金及び現金同等物 1,937,677千円
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(株主資本等関係)

当第３四半期連結会計期間末(平成20年12月31日)

及び当第３四半期連結累計期間(自　平成20年４月１日　至　平成20年12月31日)
　
１　発行済株式に関する事項

株式の種類
当第３四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 6,908,350

　

２　自己株式に関する事項

株式の種類
当第３四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 8,000

　

３　新株予約権等に関する事項

該当事項はありません。

　
４　配当に関する事項

　(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成20年５月16日
決算取締役会

普通株式 100,445 15.00平成20年３月31日 平成20年６月27日 利益剰余金

　
　(2) 基準日が当連結会計年度の開始の日から当四半期連結会計期間末までに属する配当のうち、配当の効

力発生日が当四半期連結会計期間の末日後となるもの

　　　該当事項はありません。
　
５　株主資本の著しい変動に関する事項

（千円）

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

前連結会計年度末残高 3,331,7263,287,3621,625,842△280,521 7,964,409

当第３四半期連結会計期間末
までの変動額

　剰余金の配当 △100,445 △100,445

　四半期純損失 △315,209 △315,209

　自己株式の処分 △25,136 269,936 244,800

当第３四半期連結会計期間末
までの変動額合計

─ ─ △440,790 269,936 △170,854

当第３四半期連結会計期間末残高 3,331,7263,287,3621,185,051 △10,585 7,793,554

(注)　株式会社タムラ製作所による当社株式に対する公開買付に自己株式を応募いたしました。その結果、自己株式が
269,936千円減少し、また自己株式処分差損の計上により利益剰余金が25,136千円減少しました。
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(セグメント情報)

【事業の種類別セグメント情報】

当社グループは、自動販売機用製品、ＬＥＤ応用製品の光応用製品と当該製品関連の樹脂成形金型等の

製造販売を専ら業としており、光応用製品の単一セグメントのため当第３四半期連結会計期間(自　平成

20年10月１日　至　平成20年12月31日)、および当第３四半期連結累計期間(自　平成20年４月１日　至　平成

20年12月31日)において事業の種類別セグメント情報の記載を省略しております。

　

【所在地別セグメント情報】

当第３四半期連結会計期間(自　平成20年10月１日　至　平成20年12月31日)

　

日本
(千円)

バングラデシュ
人民共和国　
(千円)

計
(千円)

消去又は全社
(千円)

連結
(千円)

売上高

　(1) 外部顧客に
　　　対する売上高

1,420,193 ─ 1,420,193 ― 1,420,193

　(2) セグメント間の内部
　　　売上高又は振替高

─ 303,316303,316(303,316) ―

計 1,420,193303,3161,723,509(303,316)1,420,193

営業利益又は営業損失(△) 3,092 △15,994△12,901(1,597)△14,499

　

当第３四半期連結累計期間(自　平成20年４月１日　至　平成20年12月31日)

　

日本
(千円)

バングラデシュ
人民共和国　
(千円)

計
(千円)

消去又は全社
(千円)

連結
(千円)

売上高

　(1) 外部顧客に
　　　対する売上高

4,503,299 ─ 4,503,299 ― 4,503,299

　(2) セグメント間の内部
　　　売上高又は振替高

─ 1,582,9311,582,931(1,582,931)―

計 4,503,2991,582,9316,086,230(1,582,931)4,503,299

営業利益又は営業損失(△) △288,972 88,360△200,612(1,643)△202,255

(注)１　国または地域の区分は、地理的近接度によっております。

２　有形固定資産の耐用年数の変更

　法人税法の改正(所得税法等の一部を改正する法律　平成20年４月30日　法律第23号)に伴い、法定耐用年数及

び資産区分が見直されました。これにより、第１四半期連結会計期間から、当社および国内連結子会社の機械装

置については改正後の耐用年数を適用しております。この結果、従来の方法によった場合に比べて、日本におけ

る当第３四半期連結累計期間の営業損失が21,088千円増加しております。

　

【海外売上高】

　海外売上高が連結売上高の10％未満のため、当第３四半期連結会計期間(自　平成20年10月１日　至　平成

20年12月31日)、および当第３四半期連結累計期間(自　平成20年４月１日　至　平成20年12月31日)におい

て海外売上高の記載を省略しております。
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(有価証券関係)

当第３四半期連結会計期間末　(平成20年12月31日)

時価のあるその他有価証券で、企業集団の事業の運営において重要であり、かつ、当該有価証券の四

半期連結貸借対照表計上額その他の金額が前連結会計年度の末日と比べて著しい変動が認められるも

のはありません。

　

(デリバティブ取引関係)

当第３四半期連結会計期間末　(平成20年12月31日)

該当事項はありません。

　

(ストック・オプション等関係)

当第３四半期連結会計期間　(自　平成20年10月１日　至　平成20年12月31日)

該当事項はありません。

　

(企業結合等関係)

当第３四半期連結会計期間　(自　平成20年10月１日　至　平成20年12月31日)

該当事項はありません。
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(１株当たり情報)

１　１株当たり純資産額

　
当第３四半期連結会計期間末
(平成20年12月31日)

前連結会計年度末
(平成20年３月31日)

１株当たり純資産額　　　　　　　1,106.20　円
 

１株当たり純資産額　　　　　　　　1,185.35　円
 

　

(注)　１株当たり純資産額の算定上の基礎

　

項目
当第３四半期連結会計期間末
(平成20年12月31日)

前連結会計年度末 
(平成20年３月31日)

純資産の部の合計額 (千円) 7,633,165 7,937,509

普通株式に係る純資産額 (千円) 7,633,165 7,937,509

差額の主な内訳 (千円) ─ ─

普通株式の発行済株式数 (千株) 6,908 6,908

普通株式の自己株式数 (千株) 8 212

１株当たり純資産額の算定に
用いられた普通株式の数 (千株)

6,900 6,696

　

２　１株当たり四半期純損失及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益

第３四半期連結累計期間

　
当第３四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
　至　平成20年12月31日)

１株当たり四半期純損失 △45.83円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 　─　　円

(注)１　当第３四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、１株当たり四半期純損失で

あるため記載しておりません。　

２　１株当たり四半期純損失及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益の算定上の基礎

　

項目
当第３四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
　至　平成20年12月31日)

四半期連結損益計算書上の四半期純損失(千円) △315,209

普通株式に係る四半期純損失(千円) △315,209

普通株主に帰属しない金額(千円) ─

普通株式の期中平均株式数(千株) 6,878

四半期純利益調整額(千円) ─

普通株式増加数(千株) ─

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株
当たり四半期純利益の算定に含まれなかった潜在
株式について前連結会計年度末から重要な変動が
ある場合の概要

前連結会計年度末に存在
しておりました平成14年
10月３日発行の新株予約
権(21千株)は、平成20年
６月30日をもちまして行
使期間が終了したため失
効しております。
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第３四半期連結会計期間

　
当第３四半期連結会計期間
(自　平成20年10月１日
　至　平成20年12月31日)

１株当たり四半期純損失 △19.11円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 ─　　円

(注)１　当第３四半期連結会計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、１株当たり四半期純損失で

あるため記載しておりません。

２　１株当たり四半期純損失及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益の算定上の基礎

　

項目
当第３四半期連結会計期間
(自　平成20年10月１日   
至　平成20年12月31日)

四半期連結損益計算書上の四半期純損失(千円) △131,871

普通株式に係る四半期純損失(千円) △131,871

普通株主に帰属しない金額(千円) ─

普通株式の期中平均株式数(千株) 6,900

四半期純利益調整額(千円) ─

普通株式増加数(千株) ─

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株
当たり四半期純利益の算定に含まれなかった潜在
株式について前連結会計年度末から重要な変動が
ある場合の概要

前連結会計年度末に存在
しておりました平成14年
10月３日発行の新株予約
権(21千株)は、平成20年６
月30日をもちまして行使
期間が終了したため失効
しております。

　

(重要な後発事象)

当第３四半期連結会計期間　(自　平成20年10月１日　至　平成20年12月31日)

該当事項はありません。

　

(リース取引関係)

当第３四半期連結会計期間　(自　平成20年10月１日　至　平成20年12月31日)

平成20年３月31日以前に開始した所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸

借取引に係る方法に準じた会計処理を引き続き採用しております。当四半期連結会計期間末における

リース取引残高は前連結会計年度末に比べて著しい変動はありません。

　

２【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　

平成21年２月９日

株式会社光波

取締役会　御中

　

監査法人Ａ＆Ａパートナーズ

　

指定社員
業務執行社員

公認会計士　　齊　藤　浩　司　　印

　

指定社員
業務執行社員

公認会計士　　木　間　久　幸　　印

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式

会社光波の平成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間(平成20

年10月１日から平成20年12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成20年４月１日から平成20年12月31

日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結

キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者

にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社光波及び連結子会社の平成20年12月

31日現在の財政状態、同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期間の経営成

績並びに第３四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項が

すべての重要な点において認められなかった。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　
 
(注) １　上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報告

書提出会社)が別途保管しております。

２　四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。

　

EDINET提出書類

株式会社光波(E02041)

四半期報告書

27/27


	表紙
	本文
	第一部企業情報
	第１企業の概況
	１主要な経営指標等の推移
	２事業の内容
	３関係会社の状況
	４従業員の状況

	第２事業の状況
	１生産、受注及び販売の状況
	２経営上の重要な契約等
	３財政状態及び経営成績の分析

	第３設備の状況
	第４提出会社の状況
	１株式等の状況
	(1)株式の総数等
	①株式の総数
	②発行済株式

	(2)新株予約権等の状況
	(3)ライツプランの内容
	(4)発行済株式総数、資本金等の推移
	(5)大株主の状況
	(6)議決権の状況
	①発行済株式
	②自己株式等


	２株価の推移
	当該四半期累計期間における月別最高・最低株価

	３役員の状況

	第５経理の状況
	１四半期連結財務諸表
	(1)四半期連結貸借対照表
	(2)四半期連結損益計算書
	第３四半期連結累計期間
	第３四半期連結会計期間

	(3)四半期連結キャッシュ・フロー計算書
	四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更
	簡便な会計処理
	四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理
	追加情報
	注記事項
	事業の種類別セグメント情報
	所在地別セグメント情報
	海外売上高


	２その他


	第二部提出会社の保証会社等の情報
	監査報告書

